	トラック運送業


輸送トン数は、リーマンショック後、減少したが、その後、増加に転じ、底打ち感が見られる。受注単価は低下傾向にあり、さらに燃料価格の高止まりにより、コスト負担が大きく、収益は厳しい。

今後、業界の不透明感が増すなか、各社は、トラック輸送だけでなく、物流業務全般を受け入れるといった新分野進出を図る等、戦略に基づいた事業展開に取り組んでいる。
サービス・業界の概要
国内貨物輸送はトラック、鉄道、内航海運及び国内航空の四つの輸送機関が担っている。このうち、トラックの占める割合が非常に高く、輸送トン数（輸送重量）で全体の91.9％、同じく輸送トンキロ（輸送重量×輸送距離）で54.4％を占める（平成23年度、国土交通省各種輸送統計より）。
貨物自動車運送業(トラック運送業)は、「一般」「特別積合せ」「特定」「霊柩」の４種類に分類される。

事業者の約９割は「一般」であり、荷主又は同業の運送業者から受注して輸送する。「特別積合せ」は大企業が多く、主要都市に拠点を持ち、不特定多数の荷主の貨物を積合せて全国配送するもので、宅配便事業を行うのもこれら企業である。「特定」は特定荷主との専属契約によって輸送を行う。
規制緩和により新規参入が相次ぐ
平成2年12月の物流二法（貨物自動車運送事業法、貨物運送取扱事業法[法改正により、15年4月に貨物利用運送事業法に改称]）の施行以降、運賃・料金の事前届出制の廃止、最低保有台数の5台への引下げ、リース車両の保有台数への加算など規制緩和が相次いで行われたことにより、毎年度相当数の新規参入事業者があった。国土交通省によると、23 年度のトラック運送事業者は63,083 社となっている。

大阪府のトラック運送事業者の団体である（社）大阪府トラック協会でも、会員数、保有車両数が2年度の3,382社、87,257台から増加した。しかしながら、会員数は、13年度の3,882社、保有車両数は9年度の98,529台を頂点に減少を始めた。22 年度には3,501社、82,090台となった。この要因としては、輸送需要が伸び悩むなかで新規参入者増による競争激化の結果、退出企業が生じているためである。
輸送量は横ばい
営業用トラックの貨物輸送量は、減少傾向であったが、22年度から増加に転じている。25年4-6月期の輸送量のヒアリングでは、前年並みとの回答が多く、横ばいの傾向である。ただ、分野によっては、増加した企業もあった。大気汚染が喧伝されたことを受けた空気清浄機といった家電製品や、原油価格の変動を受けて、ユーザーが在庫の積み増しを行う石油製品は、それぞれ対前年同期に比べて増加している。
それに対して、輸送トンキロは、減少傾向を示しており、生産拠点の縮小化といった産業の空洞化や卸売りの中抜きの影響を指摘する声が聞かれた。
収益は厳しい
輸送トン数は、概ね横ばいで推移しているものの、運賃は低下傾向とする企業が多く、下げ止まり感を感じないという意見もあった。これは、荷主企業の物流コストの削減姿勢が厳しく、運賃のアップが見込めないこと、また、同業者間での競合が激しいことによる。
組合におけるヒアリングでは、運賃収入の増加が難しい上に、燃料コストが高止まりしていることもあり、赤字に転落している企業の存在も指摘されている。
コストアップを全て運賃に転嫁できないため、各社では、様々なコスト削減策を実践している。賃金のアップは、何年もしていないという例以外にも、故障等への対応として予備トラックを保有していたが、そういったトラックを減らすことで、その固定コストの削減を図っている例があった。トラック台数を多く持たない代わりに、傭車の活用により、需要の変動に柔軟に対応したり、燃料費の節約のため、アイドリングストップに取り組んでいるケースも見られた。

また、復路においての「帰り荷」確保を目指して、インターネット（求荷求車情報ネットワークWebKIT）等を活用し、実車率の向上を目指している例もあった。

設備投資は慎重

13年の自動車NOx・PM法の制定の際には、トラックを入れ替えたり、旧型のものを処分したということがよく聞かれたが、最近は車の性能がよくなり、かつてのように6、7年で入れ替える必要がなく、10年程度は使用できるようになっている。本来なら現在は更新投資が活発化する時期にあたる。

しかし実際には、競争が激しく、大幅な受注増加の見通しが立ちにくい。このため、収益的な部分により設備投資には慎重にならざるを得ない状況になり、積極的に自社保有トラックを増車する動きはみられない。ヒアリングでも、必要最小限の入れ替えの事例がよく聞かれた。
そのため、業務量が増えた場合は、傭車で対応しているという声が多く聞かれた。

また、情報化関連では、パソコン等の入れ替えといった小額の投資を行うケースが見られた。
採用活動は低調
人員の削減をしているといったケースは見られず、人員数は適正としている企業がほとんどであった。

企業ヒアリングでは、ドライバーの高齢化を受けて、ドライバーの採用をしたいという声が聞かれたものの、業務量の増加が見込めないことにより、採用には慎重になっているという声もあった。そのため、業務が多忙になった場合は、傭車や残業で対応しているとする企業が見られた。

今後の見通し

荷主企業の物流コスト低減への要求は依然として強く、運賃水準の大幅な改善は期待できないだけでなく、運送業者間の運賃引下げ競争が続いているため、先行きは厳しいとみられている。また、燃料費の高止まりや過去に比べるとトラックそのものが高価になり、購入に際しての資金負担も大きくなる等のコストアップ要因がトラック運送業界全体に与える影響も大きい。
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（単位：千トン、百万トンキロ、％）
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平成19年度2,927,928 1,883,959 4,811,887

310,185 43,134 353,320

　　　20年度2,808,664 1,792,088 4,600,752

302,816 42,123 344,939

　　　21年度2,686,556 1,652,982 4,339,538

293,227 39,954 333,181

　　　22年度3,099,833 1,438,263 4,538,097

215,771 30,404 246,175

　　　23年度3,187,911 1,369,564 4,557,473

204,831 29,125 233,956

23年9月

242,974 - 107,667 - 350,641 - 18,970 - 2,495 - 21,465 -

10月

258,961 103.6 114,276 87.5 373,237 98.1 18,033 89.8 2,581 91.8 20,613 90.0

11月

272,746 107.0 116,783 92.2 389,529 102.1 18,247 100.2 2,497 93.4 20,744 99.4

12月

283,609 100.6 117,579 94.6 401,188 98.7 21,896 107.6 2,483 93.6 24,379 106.0

24年1月

273,413 87.5 123,841 97.8 397,253 90.5 14,915 77.7 2,571 96.2 17,486 80.0

2月

279,859 125.1 116,049 98.4 395,909 115.9 14,133 70.6 2,253 96.2 16,386 73.3

3月

257,641 - 124,125 - 381,766 - 16,856 - 2,603 - 19,459 -

4月

228,787 - 108,104 - 336,892 - 15,047 - 2,553 - 17,599 -

5月

236,165 90.4 111,113 102.9 347,278 94.1 15,788 106.9 2,400 107.1 18,188 106.9

6月

240,140 95.0 112,806 110.1 352,945 99.4 15,845 122.2 2,676 110.0 18,521 120.2

7月

244,700 93.4 118,814 103.2 363,514 96.4 15,592 82.9 2,370 101.1 17,962 84.9

8月

241,309 87.0 97,706 100.4 339,016 90.5 14,197 82.7 2,335 112.7 16,532 86.0

9月

251,578 103.5 103,669 96.3 355,247 101.3 15,535 81.9 2,373 95.1 17,908 83.4

資料：国土交通省『自動車輸送統計』

1.平成22年10月より、調査方法及び集計方法を変更したため、平成22年９月以前の統計数値の公表値とは時系列上の連続性が担保されない。

2.平成23年３月及び４月の数値には、北海道運輸局及び東北運輸局の数値を含まないため、ここでの数値は参考値。

　

大阪府トラック協会の会員数と保有車両数

（単位：社、台、％）

会員数 前年度比 保有車両数 前年度比

平成2年度

3,382 1.7 87,257 3.2

　　　3年度

3,464 2.4 90,481 3.7

　　　4年度

3,532 2.0 91,402 1.0

　　　5年度

3,616 2.4 92,199 0.9

　　　6年度

3,696 2.2 93,440 1.3

　　　7年度

3,751 1.5 96,629 3.4

　　　8年度

3,801 1.3 98,062 1.5

　　　9年度

3,842 1.1 98,529 0.5

　　　10年度

3,862 0.5 96,753 -1.8

　　　11年度

3,882 0.5 95,068 -1.7

　　　12年度

3,881 0.0 95,164 0.1

　　　13年度

3,827 -1.4 93,883 -1.3

　　　14年度

3,760 -1.8 90,884 -3.2

　　　15年度

3,725 -0.9 90,505 -0.4

　　　16年度

3,737 0.3 90,717 0.2

　　　17年度

3,724 -0.3 86,933 -4.2

　　　18年度

3,707 -0.5 85,564 -1.6

　　　19年度

3,685 -0.6 85,655 0.1

　　　20年度

3,602 -2.3 78,600 -8.2

　　　21年度

3,568 -0.9 82,949 5.5

　　　22年度

3,501 -1.9 82,909 0.0

資料：大阪府トラック協会



輸送トン数 輸送トンキロ

そのため、各社は、様々な対応をとり、経営環境変化への適応を図っている。ある企業では、通常の運送業務以外に、同業他社の引越し業務を受け入れることで、業務の幅を広げトラックの稼働率を高める取組を行っている。また、別のケースでは、同業他社を自社の営業窓口にして、自社は輸送能力を提供する事例もある。

他のケースでは、倉庫業を併設しているため、小分け等の物流加工、保管、そして配送という物流業務全般を受け入れているケースもあった。異分野進出では、自動販売機の設置やメンテナンスを手がけている事例も見られた。

このように、各社が持つそれぞれの自社資源を活かし、戦略をもった取組がなされており、今後の展開が期待される。
（山本　桂宏）
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